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1）　最判平成 4 年 10 月 29 日，集民 166 号 509 頁。
2）　最判平成 4 年 10 月 29 日，民集 46 巻 7 号 1174 頁。
























と情報 840 号（2015 年）1 頁以下，大嶋健志「原子力発電所の新規制基準の策定経
緯と課題」立法と調査 344 号（2013 年）131 頁以下，下山憲治「原子力規制の変革
と課題」環境法研究 5 号（2016 年）1 頁以下，石橋克彦「地震列島における原発の
新規制基準と再稼働問題」都市問題 106 巻 3 号（2015 年）69 頁以下など参照。
6）　http://www.datsugenpatsu.org/bengodan/archives/16-06-10/ 参照。




更許可，工事計画認可，保安規程変更認可の各申請を平成 25 年 7 月 8 日原子
力規制委員会（以下「規制委員会」という）に対して行った。
　規制委員会における審査において，設置変更許可申請については，平成 26
年 9 月 10 日に認可され，平成 27 年 3 月 18 日に川内原発 1 号機の工事計画認
可が，同年 5 月 22 日に川内原発 2 号機の工事計画認可が，同年 5 月 27 日に
保安規程変更認可がそれぞれなされた 8）。
　なお，本件訴訟一審（鹿児島地決平成 27 年 4 月 22 日，判時 2290 号 147 頁）
時点では，川内原発 2 号機の工事計画認可，川内原発の保安規程変更認可につ
いては認可前である。
　再稼働に向けての地方公共団体の同意に関しては，川内市が平成 26 年 11
















3．裁判所の判断（福岡高裁宮崎支部決平成 28 年 4 月 6 日、  



























































































































































10）　高木光「仮処分による原発再稼働の差止め」法時 87 巻 8 号（2015 年）1 頁以下，
大飯原発 3，4 号機訴訟についての高木教授の論考も参照されたい（高木光「原発訴
訟における民事法の役割－大飯三・四号機差止め判決を念頭において」自治研究 91
巻 10 号（2015 年）117 頁）。
11）　神戸秀彦「新規制基準下での原発差止め訴訟の考察　―川内原発 1・2 号機差止
め仮処分事件鹿児島地裁決定を中心に―」法と政治 67 巻 1 号（2016 年）167 頁以下，
大塚直「高浜原発再稼働差止仮処分決定及び川内原発再稼働仮処分決定の意義と課




























13）　大飯原発 3，4 号機訴訟のほか，志賀原発 2 号機建設差止訴訟（金沢地判平成 18
年 3 月 24 日，判時 1930 号 25 頁）など。ただし，ここで「具体的危険」の位置づ
けについては判断に差がある。
14）　民事差止訴訟における立証責任は，一般的に債権者（原告）側にあるとされる
（高橋利文「判解」最判解民事篇平成 4 年度（1995 年）399 頁）。立証責任に関して，
伊方原発訴訟との関係から検討している，安井英俊「原発訴訟における『主張立証
の必要』について」福岡大学法学論叢 57 巻 4 号（2013 年）613 頁も参照されたい。
15）　淡路剛久「原発規制と環境民事訴訟」環境法研究 5 号（2016 年）50 頁。本判決
のほか，もんじゅ建設・運転差止訴訟（福井地判平成 12 年 3 月 22 日，判時 1727




伊藤眞・高橋宏志・高田裕成編『民事訴訟法判例百選〔第 3 版〕』（有斐閣，2003 年）
154 頁も参照。























下，橋本博之「原発訴訟と環境行政訴訟」環境法研究 5 号（2016 年）27 頁以下，
淡路・前掲注 15・47 頁以下，高橋滋「原子力関連施設をめぐる紛争と行政訴訟の役
割：補論」一橋法学 14 巻 2 号（2015 年）367 頁以下など参照。
19）　具体的危険について，大飯原発 3，4 号機訴訟についての分析である，大塚直























20）　火山ガイドについては，原子力規制委員会（平成 25 年 6 月）「原子力発電所の
火山影響評価ガイド」https://www.nsr.go.jp/data/000069143.pdf 参照。また，この問
題点について，小山真人「原子力発電所の「新規制基準」とその適合性 審査におけ
































































智敏裕「原発政策と司法審査」法時 88 巻 8 号（2016 年）2 頁）。


























巻』を追加することとした」と説明されている（平成 24 年 6 月 27 日府政防第 725
号，消防災第 235 号通知「災害対策基本法の一部を改正する法律の運用について」9
頁）。



















28）　原子力委員会原子力防護専門部会（平成 24 年 3 月 9 日）「我が国の核セキュリ
テ ィ 対 策 の 強 化 に つ い て 」http://www.aec.go.jp/jicst/NC/iinkai/teirei/siryo2012/
siryo10/siryo1-1.pdf 参照。
29）　本判決においても，「我が国の法制上，テロリズムを含む犯罪行為の予防及び鎮
圧は警察の責務とされており（警察法 2 条 1 項。なお，大規模なテロリズムについ
ては武力攻撃事態等における我が国の平和と独立並びに国及び国民の安全の確保に
関する法律 25 条 1 項にいう緊急対処事態として国等において対処することになると
考えられる。），原子力災害対策特別措置法も，3 条において，原子力災害の発生の




























































（海渡雄一「司法の力で原発を止める」法と民主主義 496 号（2015 年）15 頁以下参
照）。
37）　松本和彦「原発再稼働と民主的意思形成」行政法研究 12 号（2016 年）75 頁。



























































慮セラレタルモノ』（公有水面埋立法 4 条 1 項 2 号），『災害の防止上支障がな
42）　前掲注 12・下山・17 頁。
都法 58 巻 1 号（2017 年 7 月） 263

































































都法 58 巻 1 号（2017 年 7 月） 265
6．おわりに
　ここまで，本判決の内容とこれに対する先行研究の評価や原発訴訟について
の議論についてみてきたが，原発（その他の先端科学の問題もそうであろう
が）の問題を法的に解決することの困難さを改めて実感する。「民主的正統性」
の観点からの議論からは，原発問題にかかる行政訴訟への統一を検討すること
が近道のように感じる。他方で，裁判所を「最後の砦」として，国民が原発問
題への判断を求める場と考えると，民事訴訟の重要性も感じられる。ただし，
少なくとも，裁判所は福島第一事故を経た今日において，伊方原発訴訟の判断
枠組みをそのまま踏襲するという立場は見直されるべきではないだろうか 51）。
福島第一事故を経た経験を踏まえて，原発政策の推進，反原発といった政策論
ではなく，法的な問題として，原発とどのように向き合うかが裁判所に求めら
れることであろう。
　前にも述べてきたように，原発訴訟は，行政訴訟，民事訴訟それぞれにその
意義，役割があるとされるものだろうが，他方で，裁判所がこれを理解した上
で判断しているかどうかは疑問である 52）。
　裁判所が原発訴訟とどのように向き合うべきかという問題（政治や国の政策，
公益性などを考慮してもよいのか 53））と，現行の法体系上の問題は別物であ
る 54）。とはいうものの，裁判所がこれらを全く考慮せずに判断することは困難
51）　村上武則「行政の役割と責任」中川淳『新　やさしく学ぶ法学』（法律文化社，
2012 年）223 頁。
52）　その意味において，大塚教授は，大飯原発 3，4 号機訴訟を民事訴訟の判断とし
て評価しているのであろう。
53）　本判決においても公益性を考慮しないとされるが（前掲注 40 参照），文言上は考
慮しないとされるとしても，結果的にそうであるのかという問題もあろう。
54）　高木教授が，「民事の差止訴訟においては，行政規制がどのようになされていて
も無視してよいと割り切るのであれば，ある意味では『理論的にすっきりした』解
決がもたらされるが，そのような立場は，『民主的正統性』を有しない裁判所に『生
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であるというべきかもしれない 55）。
　地方自治の研究を続けている身からすると，原発の稼働等についての地方自
治の反映が法的に予定されても良いとは思うが 56），こうした場合に地方の同意
がなければならないとするのか，考慮にとどまるのかなど検討の余地があろう。
　原発のような「技術」について，裁判所がいかなる立場で判断するべきであ
るか，今後の行政訴訟の展開等を踏まえて検討したい。
〔付記〕本稿は、著者が首都大学東京在任中に取りまとめたものである。
の政策的判断』を余儀なくさせ，国民の信頼の根拠となる『中立的な法原理部門』
という正確を失わせるおそれが大きい」と指摘するように，裁判所が政策判断をす
るようなことにならないための訴訟のあり方を検討する必要があろう。
55）　政治との関係でいえば，原子力安全協定において地方公共団体の同意があるかど
うかについて考慮している点など，国や地方公共団体の政治と関わる原子力事業を
一民間企業と施設周辺住民の法的問題と位置づけることには限界があるようにも感
じる。
56）　前掲注 37・松本・76 頁以下において，松本教授が公的決定を原発再稼働に取り
入れるべきとされるが，地方自治の反映も一つの形式であろう。地方公共団体が原
発とどのように向き合うべきであるかについて，金井利之『原発と自治体　「核害」
とどう向き合うか』（岩波書店，2012 年）参照。
